
1 

 

 

平成２６年３月２０日 

 

株式会社くるまや・ＬｅＯに対する景品表示法に基づく措置命令について 

 

消費者庁は、平成２６年３月１９日、株式会社くるまや・ＬｅＯ（以下「くるま

や・ＬｅＯ」という。）に対し、消費者庁及び公正取引委員会（公正取引委員会事

務総局東北事務所）の調査の結果を踏まえ、景品表示法第６条の規定に基づき、措

置命令（別添参照）を行いました。 

くるまや・ＬｅＯが供給する中古自動車に係る表示について、景品表示法に違反

する行為（同法第４条第１項第１号（優良誤認）及び同項第３号（おとり広告）に

該当）が認められました。 

 

１ くるまや・ＬｅＯの概要 

  所 在 地 仙台市泉区市名坂字野蔵１０１番地の２３ 

  代 表 者 代表取締役 津田 信子 

  設立年月 平成１５年４月 

  資 本 金 １７００万円（平成２６年２月現在） 

 

２ 措置命令の概要 

⑴ 対象商品 

   別表１「車種」欄記載の中古自動車９台 

 

⑵ 対象表示（表示例については別紙参照） 

  ア 修復歴のあった中古自動車に係る表示（優良誤認） 

   (ｱ) 表示内容 

     別表２「車種」欄記載の中古自動車６台について、「Ｇｏｏ東北版」と称

する中古自動車情報誌（以下「Ｇｏｏ東北版」という。）のうち、同表の「Ｇ

ｏｏ東北版掲載号」欄記載の号において、「修無」と記載することにより、

あたかも、当該中古自動車の車体の骨格部位に修復歴がないかのように示す

表示をしていた。 

 

(ｲ) 実際 

     別表２「車種」欄記載の中古自動車６台は、オートオークションからの仕

入れ時に提示されるオークション出品票又はオークション出品申込書に、車

体の骨格部位が損傷するなどの修復歴を示す記号が記載された修復歴があ
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るものであった。 

 

イ 取引に応じることができない中古自動車に係る表示（おとり広告告示第１号） 

(ｱ) 表示内容 

     別表３「車種」欄記載の中古自動車７台について、Ｇｏｏ東北版のうち、

同表の「Ｇｏｏ東北版掲載号」欄記載の号において、当該中古自動車の情報

を掲載することにより、あたかも、同表「発売日」欄記載の日以降、当該中

古自動車を販売することができるかのように表示していた。 

 

(ｲ) 実際 

     別表３「車種」欄記載の中古自動車７台は、同表「発売日」欄記載の日よ

りも前に売買契約が成立しており、取引に応じることができないものであっ

た。 

 

ウ 取引する意思がない中古自動車に係る表示（おとり広告告示第４号） 

(ｱ) 表示内容 

別表４「車種」欄記載の中古自動車について、Ｇｏｏ東北版のうち、同

表の「Ｇｏｏ東北版掲載号」欄記載の号において、当該中古自動車の情報

を掲載することにより、あたかも、同表「発売日」欄記載の日以降、当該

中古自動車を販売することができるかのように表示していた。 

 

(ｲ) 実際 

別表４「車種」欄記載の中古自動車は、くるまや・ＬｅＯが代車として

使用していたため、一般消費者から取引の申出があった場合には取引を拒

否することとしており、取引する意思がないものであった。 

 

⑶ 命令の概要 

  ア 前記⑵の 

・ ア(ｱ)の表示は、ア(ｲ)のとおりであって、対象中古自動車の内容について、

一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すものであり 

・ イ(ｱ)の表示は、イ(ｲ)のとおりであって、実際には取引に応じることがで

きない場合の対象中古自動車についての表示であり 

・ ウ(ｱ)の表示は、ウ(ｲ)のとおりであって、実際には取引する意思がない場

合の対象中古自動車についての表示であり 

景品表示法に違反するものである旨を一般消費者に周知徹底すること。 

 

  イ 再発防止策を講じて、これを役員及び従業員に周知徹底すること。 
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  ウ 今後、同様の表示を行わないこと。 

【本件に対する問合せ先】 

消費者庁表示対策課 

電    話 ０３－３５０７－９２３９ 

ホームページ http://www.caa.go.jp/ 

 

公正取引委員会事務総局東北事務所取引課 

電    話 ０２２－２２５－７０９６ 

ホームページ http://www.jftc.go.jp/regional_office/tohoku/ 

http://www.caa.go.jp/�
http://www.jftc.go.jp/regional_office/tohoku/�
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別表１ 

番号 車種 車台番号 

1 ワゴン R FX MH23S-283172 

2 キャロル X HB24S-502002 

3 モコ E MG22S-197199 

4 タントエグゼ カスタム RS L455S-0034301 

5 ムーヴ カスタム RS L175S-0012033 

6 ライフ Fターボ JB8-420041 

7 ジムニー XG JB23W-407886 

8 ライフ ディーバターボスマートスタイル JC2-2200690 

9 プレオ ニコット RA1-205591 

 

別表２ 

番号 車種 発売日 
Ｇｏｏ東北版 

掲載号 

1 ワゴン R FX 

平成 24年 4月 5日 2012.05.05 

平成 24年 4月 19日 2012.05.19 

平成 24年 5月 3日 2012.06.03 

平成 24年 5月 17日 2012.06.17 

平成 24年 6月 7日 2012.07.07 

平成 24年 6月 21日 2012.07.21 

平成 24年 7月 5日 2012.08.05 

平成 24年 7月 19日 2012.08.19 

平成 24年 8月 2日 2012.09.02 

平成 24年 8月 16日 2012.09.16 

2 キャロル X 

平成 24年 4月 5日 2012.05.05 

平成 24年 4月 19日 2012.05.19 

平成 24年 5月 3日 2012.06.03 

平成 24年 5月 17日 2012.06.17 

3 モコ E 平成 24年 6月 21日 2012.07.21 

4 タントエグゼ カスタム RS 平成 24年 7月 5日 2012.08.05 

5 ムーヴ カスタム RS 
平成 24年 8月 16日 2012.09.16 

平成 24年 9月 6日 2012.10.06 

6 ライフ Fターボ 

平成 24年 8月 16日 2012.09.16 

平成 24年 9月 6日 2012.10.06 

平成 24年 9月 20日 2012.10.20 

平成 24年 10月 4日 2012.11.04 

平成 24年 10月 18日 2012.11.18 

平成 24年 11月 1日 2012.12.01 

平成 24年 11月 15日 2012.12.15 

平成 24年 12月 6日 2013.01.06 

平成 24年 12月 20日 2013.01.20 

平成 25年 1月 3日 2013.02.03 

平成 25年 1月 17日 2013.02.17 



 

5 

別表３ 

番号 車種 発売日 
Ｇｏｏ東北版 

掲載号 
契約成立日 

1 キャロル X 

平成 24年 6月 21日 2012.07.21 

平成 24年 6月 2日 平成 24年 7月 5日 2012.08.05 

平成 24年 7月 19日 2012.08.19 

2 モコ E 

平成 24年 7月 5日 2012.08.05 

平成 24年 6月 26日 平成 24年 7月 19日 2012.08.19 

平成 24年 8月 2日 2012.09.02 

3 ジムニー XG 
平成 24年 7月 19日 2012.08.19 

平成 24年 7月 8日 
平成 24年 8月 2日 2012.09.02 

4 
タ ン ト エ グ ゼ 

カスタム RS 
平成 24年 8月 2日 2012.09.02 平成 24年 7月 16日 

5 ワゴン R FX 平成 24年 9月 6日 2012.10.06 平成 24年 8月 28日 

6 

ライフ ディー

バターボスマー

トスタイル 

平成 24年 9月 6日 2012.10.06 

平成 24年 8月 11日 
平成 24年 9月 20日 2012.10.20 

平成 24年 10月 4日 2012.11.04 

平成 24年 10月 18日 2012.11.18 

7 
ムーヴ カスタ

ム RS 

平成 24年 9月 20日 2012.10.20 
平成 24年 9月 9日 

平成 24年 10月 4日 2012.11.04 

 

別表４ 

車種 発売日 
Ｇｏｏ東北版 

掲載号 

プレオ ニコット 

平成 24年 3月 15日 2012.04.15 

平成 24年 4月 5日 2012.05.05 

平成 24年 4月 19日 2012.05.19 

平成 24年 5月 3日 2012.06.03 

平成 24年 5月 17日 2012.06.17 

平成 24年 6月 7日 2012.07.07 

平成 24年 6月 21日 2012.07.21 

平成 24年 7月 5日 2012.08.05 

平成 24年 7月 19日 2012.08.19 

平成 24年 8月 2日 2012.09.02 

平成 24年 8月 16日 2012.09.16 

平成 24年 9月 6日 2012.10.06 

平成 24年 9月 20日 2012.10.20 

平成 24年 10月 4日 2012.11.04 

平成 24年 10月 18日 2012.11.18 

平成 24年 11月 1日 2012.12.01 

平成 24年 11月 15日 2012.12.15 

平成 24年 12月 6日 2013.01.06 

平成 25年 2月 7日 2013.03.07 

平成 25年 2月 21日 2013.03.21 
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＜表示例①：優良誤認＞ 
くるまや・ＬｅＯがＧｏｏ東北版の「２０１２．０９．０２」号に掲載していた中

古自動車のうち１台の表示（別表２の番号１「ワゴンＲ ＦＸ」） 
 

 
 

 
※ 修復歴については、Ｇｏｏ東北版の欄外に次のとおり表示されている。 

 
 

 
 
＜表示例②：おとり広告告示第１号＞ 
くるまや・ＬｅＯがＧｏｏ東北版の「２０１２．０７．２１」号に掲載していた中

古自動車のうち１台の表示（別表３の番号１「キャロル Ｘ」） 
 

 

 
＜表示例③：おとり広告告示第４号＞ 
くるまや・ＬｅＯがＧｏｏ東北版の「２０１２．０４．１５」号に掲載していた中

古自動車のうち「プレオ ニコット」の表示（別表４「プレオ ニコット」） 
 

 

「修無」 

左記中古自動車は、オートオーク

ションからの仕入時に提示され

るオークション出品申込書に、車

体の骨格部位が損傷するなどの

修復歴を示す記号が記載された

修復歴があるものであった。 

左記中古自動車は、Ｇｏｏ東北版の

「２０１２．０７．２１」号が発売

された平成２４年６月２１日以前

に売却されており、取引に応じるこ

とができないものであった。 

左記中古自動車は、くるまや・Ｌｅ

Ｏが代車として使用している中古

自動車であって、一般消費者からの

取引の申出に応じる意思のないも

のであった。 
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○ 不当景品類及び不当表示防止法（抜粋） 

（昭和三十七年法律第百三十四号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による顧

客の誘引を防止するため、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するお

それのある行為の制限及び禁止について定めることにより、一般消費者の利益を保

護することを目的とする。 

 

（不当な表示の禁止） 

第四条 事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号のいずれ

かに該当する表示をしてはならない。 

 一 商品又は役務の品質、規格その他の内容について、一般消費者に対し、実際の

ものよりも著しく優良であると示し、又は事実に相違して当該事業者と同種若し

くは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも著し

く優良であると示す表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主

的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められるもの 

 二 商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当該事業者と

同種若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよ

りも取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示であつて、

不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそ

れがあると認められるもの 

 三 前二号に掲げるもののほか、商品又は役務の取引に関する事項について一般消

費者に誤認されるおそれがある表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者

による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認めて内閣総理大臣

が指定するもの 

２ （省略） 

 

（措置命令） 

第六条 内閣総理大臣は、第三条の規定による制限若しくは禁止又は第四条第一項の

規定に違反する行為があるときは、当該事業者に対し、その行為の差止め若しくは

その行為が再び行われることを防止するために必要な事項又はこれらの実施に関

連する公示その他必要な事項を命ずることができる。その命令は、当該違反行為が

既になくなつている場合においても、次に掲げる者に対し、することができる。 

 一 当該違反行為をした事業者 

 二 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人が合併により

消滅したときにおける合併後存続し、又は合併により設立された法人 

 三 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人から分割によ

り当該違反行為に係る事業の全部又は一部を承継した法人 

 四 当該違反行為をした事業者から当該違反行為に係る事業の全部又は一部を譲

り受けた事業者 

  

（参考１） 
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（報告の徴収及び立入検査等） 

第九条 内閣総理大臣は、第六条の規定による命令を行うため必要があると認めると

きは、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある事業者に対し、そ

の業務若しくは財産に関して報告をさせ、若しくは帳簿書類その他の物件の提出を

命じ、又はその職員に、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある

事業者の事務所、事業所その他その事業を行う場所に立ち入り、帳簿書類その他の

物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。  

２～４ （省略） 

 

（権限の委任） 

第十二条 内閣総理大臣は、この法律による権限（政令で定めるものを除く。）を消

費者庁長官に委任する。 

２ 消費者庁長官は、政令で定めるところにより、前項の規定により委任された権限

の一部を公正取引委員会に委任することができる。 

３ 公正取引委員会は、前項の規定により委任された権限を行使したときは、速やか

に、その結果について消費者庁長官に報告するものとする。 

 

 

 

○ 不当景品類及び不当表示防止法第十二条第一項及び第二項の規定による権限の

委任に関する政令（抜粋） 

（平成二十一年政令第二百十八号） 

 

（消費者庁長官に委任されない権限）  

第一条 不当景品類及び不当表示防止法（以下「法」という。）第十二条第一項の政

令で定める権限は、法第二条第三項及び第四項、第三条、第四条第一項第三号並び

に第五条第一項（消費者委員会からの意見の聴取に係る部分に限る。）及び第二項

の規定による権限とする。 

 

（公正取引委員会への権限の委任）  

第二条 法第十二条第一項の規定により消費者庁長官に委任された権限のうち、法第

九条第一項の規定による権限は、公正取引委員会に委任する。ただし、消費者庁長

官が自らその権限を行使することを妨げない。 

 

 

 

○ おとり広告に関する表示（抜粋） 

（平成五年公正取引委員会告示第十七号） 

 

一般消費者に商品を販売し、又は役務を提供することを業とする者が、自己の供

給する商品又は役務の取引（不動産に関する取引を除く。）に顧客を誘引する手段

として行う次の各号の一に掲げる表示 

一 取引の申出に係る商品又は役務について、取引を行うための準備がなされていな

い場合その他実際には取引に応じることができない場合のその商品又は役務につ

いての表示 
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二～三 （省略） 

四 取引の申出に係る商品又は役務について、合理的理由がないのに取引の成立を妨

げる行為が行われる場合その他実際には取引する意思がない場合のその商品又は

役務についての表示 
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景品表示法による表示規制の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○優良誤認表示（４条１項１号） 

商品・サービスの品質、規格その他の内容についての不当表示 

○有利誤認表示（４条１項２号） 

商品・サービスの価格その他取引条件についての不当表示 

不実証広告規制（４条２項） 

 消費者庁長官は、商品・サービスの内容（効果、性能）に関する優良誤認表

示に該当するか否かを判断する必要がある場合に、期間を定めて、事業者に表

示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めることができる。 

⇒ 事業者が資料を提出しない場合又は提出された資料が表示の裏付けとな

る合理的な根拠を示すものと認められない場合は、当該表示は不当表示とみ

なされる。 

（参考２） 

 

○商品・サービスの取引に関する事項について一般消費者に誤認されるおそれがあ

ると認められ内閣総理大臣が指定する表示（４条１項３号） 

② 商品・サービスの内容について、一般消費者に対し、事実に相違して競争事

業者に係るものよりも著しく優良であると示す表示 

 

① 商品・サービスの内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著し

く優良であると示す表示 

 

① 商品・サービスの取引条件について、実際のものよりも取引の相手方に著し

く有利であると一般消費者に誤認される表示 

 
② 商品・サービスの取引条件について、競争事業者に係るものよりも取引の相

手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示 

 

① 無果汁の清涼飲料水等についての表示 

② 商品の原産国に関する不当な表示 

③ 消費者信用の融資費用に関する不当な表示 

④ 不動産のおとり広告に関する表示 

⑤ おとり広告に関する表示 

⑥ 有料老人ホームに関する不当な表示 

 

景
品
表
示
法 

第
４
条
（
不
当
な
表
示
の
禁
止
） 

不
当
な
表
示 
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消 表 対 第 １ ３ １ 号 
平成２６年３月１９日 

 

株式会社くるまや・ＬｅＯ 

代表取締役 津田 信子 殿 
                 消費者庁長官  阿南 久 

（公印省略）   

 
不当景品類及び不当表示防止法第６条の規定に基づく措置命令 

 

貴社は、貴社が供給する中古自動車の取引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭

和３７年法律第１３４号。以下「景品表示法」という。）第４条第１項の規定により禁止され

ている同項第１号に規定する不当な表示並びに同項第３号の規定に基づく「おとり広告に関

する表示」（平成５年公正取引委員会告示第１７号。以下「おとり広告告示」という。）第１

号及び第４号に該当する表示を行っていたので、同法第６条の規定に基づき、次のとおり命

令する。 
 

 

１ 命令の内容 
⑴ 貴社は、貴社が一般消費者に販売していた別表１「車種」欄記載の中古自動車に係る

表示に関して、次に掲げる事項を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。

この周知徹底の方法については、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければなら

ない。 

ア(ｱ) 貴社は、別表２「車種」欄記載の中古自動車を一般消費者に販売するに当たり、

同表「発売日」欄記載の日に発売された同表「Ｇｏｏ東北版掲載号」欄記載の号の

「Ｇｏｏ東北版」と称する中古自動車情報誌（以下「Ｇｏｏ東北版」という。）に

おいて、「修無」と記載することにより、あたかも、当該中古自動車の車体の骨格部

位に修復歴がないかのように示す表示をしていたこと。 
(ｲ) 実際には、別表２「車種」欄記載の中古自動車は、オートオークションからの仕

入れ時に提示されるオークション出品票又はオークション出品申込書（以下「オー

トオークション出品票等」という。）に、車体の骨格部位が損傷するなどの修復歴を

示す記号が記載された修復歴があるものであったこと。 

イ(ｱ) 貴社は、別表３「発売日」欄記載の日に発売された同表「Ｇｏｏ東北版掲載号」

欄記載の号のＧｏｏ東北版において、同表「車種」欄記載の中古自動車を記載する

ことにより、あたかも、同表「発売日」欄記載の日以降に同表「車種」欄記載の中
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古自動車を販売することができるかのように表示していたこと。 

(ｲ) 実際には、別表３「車種」欄記載の中古自動車は、同表「発売日」欄記載の日よ

りも前の同表「契約成立日」に売買契約が成立しており、取引に応じることができ

ないものであったこと。 

ウ(ｱ) 貴社は、別表４「発売日」欄記載の日に発売された同表「Ｇｏｏ東北版掲載号」

欄記載の号のＧｏｏ東北版において、「プレオ ニコット」と称する中古自動車（以

下「プレオ」という。）を記載することにより、あたかも、同表「発売日」欄記載

の日以降にプレオを販売することができるかのように表示していたこと。 

(ｲ) 実際には、プレオは、貴社が代車として使用していたため、一般消費者から取引

の申出があった場合には取引を拒否することとしており、取引する意思がないもの

であったこと。 

エ(ｱ) 前記ア(ｱ) の表示は、前記ア(ｲ)のとおりであって、別表２「車種」欄記載の中古

自動車の内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると

示すものであり、景品表示法に違反するものであること。 

(ｲ) 前記イ(ｱ)の表示は、前記イ(ｲ)のとおりであって、別表３「車種」欄記載の中古

自動車について、実際には取引に応じることができない場合の当該中古自動車につ

いての表示であり、景品表示法に違反するものであること。 

(ｳ) 前記ウ(ｱ)の表示は、前記ウ(ｲ)のとおりであって、プレオについて、取引する意

思がない場合のプレオについての表示であり、景品表示法に違反するものであるこ

と。 

⑵ 貴社は、今後、中古自動車の取引に関し、前記⑴記載の表示と同様の表示が行われる

ことを防止するために必要な措置を講じ、これを貴社の役員及び従業員に周知徹底しな

ければならない。 
⑶ア 貴社は、今後、中古自動車の取引に関し、前記⑴ア記載の表示と同様の表示を行う

ことにより、中古自動車の内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著し

く優良であると示す表示をしてはならない。 
イ 貴社は、今後、中古自動車の取引に関し、前記⑴イ記載の表示と同様の表示を行う

ことにより、実際には取引に応じることができない場合の中古自動車の表示をしては

ならない。 
ウ 貴社は、今後、中古自動車の取引に関し、前記⑴ウ記載の表示と同様の表示を行う

ことにより、実際には取引する意思がない場合の中古自動車の表示をしてはならない。 
⑷ 貴社は、前記⑴に基づいて行った周知徹底及び前記⑵に基づいて採った措置について、

速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 
 
２ 事実 

⑴ 株式会社くるまや・ＬｅＯ（以下「くるまや・ＬｅＯ」という。）は、仙台市泉区市名
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坂字野蔵１０１番地の２３に本店を置き、中古自動車の販売業等を営む事業者である。 
⑵ くるまや・ＬｅＯは、オートオークション等からの買取りにより中古自動車を仕入れ、

店頭において、中古自動車を一般消費者に販売している。 
⑶ くるまや・ＬｅＯは、中古自動車を一般消費者に販売するに当たり、Ｇｏｏ東北版等

に販売する中古自動車の商品情報を掲載しており、その表示内容について、自ら決定し

ている。 
⑷ア くるまや・ＬｅＯは、別表２「車種」欄記載の中古自動車を一般消費者に販売する

に当たり、同表「発売日」欄記載の日に発売された同表「Ｇｏｏ東北版掲載号」欄記

載の号のＧｏｏ東北版において、「修無」と記載することにより、あたかも、当該中古

自動車に修復歴がないかのように示す表示をしていた。 
イ 実際には、別表２「車種」欄記載の中古自動車は、オートオークション出品票等に、

車体の骨格部位が損傷するなどの修復歴を示す記号が記載された修復歴があるもので

あった。 
⑸ア くるまや・ＬｅＯは、別表３「発売日」欄記載の日に発売された同表「Ｇｏｏ東北

版掲載号」欄記載の号のＧｏｏ東北版において、同表「車種」欄記載の中古自動車を

記載することにより、あたかも、同表「発売日」欄記載の日以降に同表「車種」欄記

載の中古自動車を販売することができるかのように表示していた。 
イ 実際には、別表３「車種」欄記載の中古自動車は、同表「発売日」欄記載の日より

も前の同表「契約成立日」に売買契約が成立しており、取引に応じることができない

ものであった。 

⑹ア くるまや・ＬｅＯは、別表４「発売日」欄記載の日に発売された同表「Ｇｏｏ東北

版掲載号」欄記載の号のＧｏｏ東北版において、プレオを記載することにより、あた

かも、同表「発売日」欄記載の日以降にプレオを販売することができるかのように表

示していた。 
イ 実際には、プレオは、くるまや・ＬｅＯが代車として使用していたため、一般消費

者から取引の申出があった場合には取引を拒否することとしており、取引する意思が

ないものであった。 
 

３ 法令の適用 
⑴ 前記２⑷の事実によれば、くるまや・ＬｅＯは、自己が供給する別表２「車種」欄記

載の中古自動車の取引に関し、当該中古自動車の内容について、一般消費者に対し、実

際のものよりも著しく優良であると示すことにより、不当に顧客を誘引し、一般消費者

による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められる表示をしていたも

のであり、この表示は、景品表示法第４条第１項第１号に該当するものであって、かか

る行為は、同項の規定に違反するものである。 
⑵ 前記２⑸の事実によれば、くるまや・ＬｅＯは、別表３「車種」欄記載の中古自動車
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の取引に関し、実際には取引に応じることができない場合の当該中古自動車についての

表示を行っていたものであり、この表示は、おとり広告告示第１号に該当するものであっ

て、かかる行為は、景品表示法第４条第１項の規定に違反するものである。 
⑶ 前記２⑹の事実によれば、くるまや・ＬｅＯは、プレオの取引に関し、取引する意思

がない場合のプレオについての表示を行っていたものであり、この表示は、おとり広告

告示第４号に該当するものであって、かかる行為は、景品表示法第４条第１項の規定に

違反するものである。 
 
４ 法律に基づく教示 

⑴ 行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５７条第１項の規定に基づく教示 
この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第６条の規定に基づき、この

処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、書面により消費者庁長

官に対し異議申立てをすることができる。 
⑵ 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法の規定により、こ

の処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、国（代表者法務大臣）

を被告として、この処分の取消しの訴えを提起することができる。 
（注１）この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日から１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなる。 
（注２）異議申立てをして決定があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その決

定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することがで

きる。ただし、その決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

であっても、その決定の日から１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提

起することができなくなる。 



 

別表１ 
 

番号 車種 車台番号 

１ ワゴンＲ ＦＸ ＭＨ２３Ｓ－２８３１７２ 

２ キャロル Ｘ ＨＢ２４Ｓ－５０２００２ 

３ モコ Ｅ ＭＧ２２Ｓ－１９７１９９ 

４ タントエグゼ カスタムＲＳ Ｌ４５５Ｓ－００３４３０１ 

５ ムーヴ カスタムＲＳ Ｌ１７５Ｓ－００１２０３３ 

６ ライフ Ｆターボ ＪＢ８－４２００４１ 

７ ジムニー ＸＧ ＪＢ２３Ｗ－４０７８８６ 

８ ライフ ディーバターボスマートスタイル ＪＣ２－２２００６９０ 

９ プレオ ニコット ＲＡ１－２０５５９１ 



 

別表２ 
 

番号 車種 発売日 Ｇｏｏ東北版掲載号 

１ ワゴンＲ ＦＸ 

平成２４年４月５日 ２０１２．０５．０５ 
平成２４年４月１９日 ２０１２．０５．１９ 
平成２４年５月３日 ２０１２．０６．０３ 
平成２４年５月１７日 ２０１２．０６．１７ 
平成２４年６月７日 ２０１２．０７．０７ 
平成２４年６月２１日 ２０１２．０７．２１ 
平成２４年７月５日 ２０１２．０８．０５ 
平成２４年７月１９日 ２０１２．０８．１９ 
平成２４年８月２日 ２０１２．０９．０２ 
平成２４年８月１６日 ２０１２．０９．１６ 

２ キャロル Ｘ 

平成２４年４月５日 ２０１２．０５．０５ 
平成２４年４月１９日 ２０１２．０５．１９ 
平成２４年５月３日 ２０１２．０６．０３ 
平成２４年５月１７日 ２０１２．０６．１７ 

３ モコ Ｅ 平成２４年６月２１日 ２０１２．０７．２１ 

４ 
タントエグゼ カスタム
ＲＳ 

平成２４年７月５日 ２０１２．０８．０５ 

５ ムーヴ カスタムＲＳ 
平成２４年８月１６日 ２０１２．０９．１６ 
平成２４年９月６日 ２０１２．１０．０６ 

６ ライフ Ｆターボ 

平成２４年８月１６日 ２０１２．０９．１６ 
平成２４年９月６日 ２０１２．１０．０６ 
平成２４年９月２０日 ２０１２．１０．２０ 
平成２４年１０月４日 ２０１２．１１．０４ 
平成２４年１０月１８日 ２０１２．１１．１８ 
平成２４年１１月１日 ２０１２．１２．０１ 
平成２４年１１月１５日 ２０１２．１２．１５ 
平成２４年１２月６日 ２０１３．０１．０６ 
平成２４年１２月２０日 ２０１３．０１．２０ 
平成２５年１月３日 ２０１３．０２．０３ 
平成２５年１月１７日 ２０１３．０２．１７ 

 



 

別表３ 
  

番号 車種 発売日 Ｇｏｏ東北版掲載号 契約成立日 

１ キャロル Ｘ 
平成２４年６月２１日 ２０１２．０７．２１ 

平成２４年 

６月２日 
平成２４年７月５日 ２０１２．０８．０５ 
平成２４年７月１９日 ２０１２．０８．１９ 

２ モコ Ｅ 
平成２４年７月５日 ２０１２．０８．０５ 

平成２４年 

６月２６日 
平成２４年７月１９日 ２０１２．０８．１９ 
平成２４年８月２日 ２０１２．０９．０２ 

３ ジムニー ＸＧ 
平成２４年７月１９日 ２０１２．０８．１９ 平成２４年 

７月８日 平成２４年８月２日 ２０１２．０９．０２ 

４ 
タントエグゼ 

カスタムＲＳ 
平成２４年８月２日 ２０１２．０９．０２ 

平成２４年 

７月１６日 

５ ワゴンＲ ＦＸ 平成２４年９月６日 ２０１２．１０．０６ 
平成２４年 

８月２８日 

６ 

ライフ ディー

バターボスマー

トスタイル 

平成２４年９月６日 ２０１２．１０．０６ 
平成２４年 

８月１１日 

平成２４年９月２０日 ２０１２．１０．２０ 
平成２４年１０月４日 ２０１２．１１．０４ 
平成２４年１０月１８日 ２０１２．１１．１８ 

７ 
ムーヴ カスタ

ムＲＳ 

平成２４年９月２０日 ２０１２．１０．２０ 平成２４年 

９月９日 平成２４年１０月４日 ２０１２．１１．０４ 

 

 

別表４ 

 

 

発売日 Ｇｏｏ東北版掲載号 

平成２４年３月１５日 ２０１２．０４．１５ 
平成２４年４月５日 ２０１２．０５．０５ 
平成２４年４月１９日 ２０１２．０５．１９ 
平成２４年５月３日 ２０１２．０６．０３ 
平成２４年５月１７日 ２０１２．０６．１７ 
平成２４年６月７日 ２０１２．０７．０７ 
平成２４年６月２１日 ２０１２．０７．２１ 
平成２４年７月５日 ２０１２．０８．０５ 
平成２４年７月１９日 ２０１２．０８．１９ 
平成２４年８月２日 ２０１２．０９．０２ 
平成２４年８月１６日 ２０１２．０９．１６ 
平成２４年９月６日 ２０１２．１０．０６ 
平成２４年９月２０日 ２０１２．１０．２０ 
平成２４年１０月４日 ２０１２．１１．０４ 
平成２４年１０月１８日 ２０１２．１１．１８ 
平成２４年１１月１日 ２０１２．１２．０１ 
平成２４年１１月１５日 ２０１２．１２．１５ 
平成２４年１２月６日 ２０１３．０１．０６ 
平成２５年２月７日 ２０１３．０３．０７ 
平成２５年２月２１日 ２０１３．０３．２１ 
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